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データ通信を⽤いたサービス（アプリ通話、SNS等）が しつつ、
⾮通信の領域におけるコミュニケーションも取り込み、
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• アプリ等による⾳声の代替の進展やSNSによる新たなコミュニケ―ション形態の創出等の結果、

• IP化やデータとの設備共⽤を通じた距離に依存しないコスト構造への転換により、
とともに、データ通信とのバンドル提供が主流と

なり、

（億円）

※指定電気通信役務損益明細表・⾳声伝送役務⼩計（東⻄計）より

⼈員のスリム化や業務集約、
交換機の集約等の効率化で

サービスを維持

61分 97分
平成23年情報通信⽩書「図表1-3-1-1 情報メディアの利⽤時間」および令和元年度情報通信メディアの利⽤時
間と情報⾏動に関する調査より

・利⽤者の⼀⽇当たりの
各通信の平均利⽤時間

︓データ ︓⾳声



• 着信接続料を負担する他の事業者は、当該事業者への着信通話に係るユーザ通話料の低
廉化や柔軟な料⾦設定が困難

設備コスト
資本コスト
営業コスト
・利潤等

着信接続料

ユーザ通話料

過度な利潤

設備コスト
資本コスト

AC⽀払い





エンドユーザ

無料の会議通話
サービスやアダルト
番組等を提供

発信事業者

出典︓FCC11-16ウェブサイト（https://www.fcc.gov/general/traffic-pumping）より引⽤

とも呼ばれるアクセス・スティミュレーションは、チャット回線やアダルト通話、「無料」の会議通話のような
する際に発⽣する。

そのような協定は、

している。当該協定より得られる地域事業者の利益はとても⼤きいことが⼀般的であり、FCCの規制の元では、そのアクセスチャージは違法となる。

アクセス・スティミュレーションはお客様と競争事業差にとって、様々な点において有害である。まず、投資インセンティブを歪める。アクセス・スティミュレーションス
キームにより、
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着信接続料については、 とするとともに、協議が調わな
い場合に接続料の⾼⽌まり等を是正するためのルールを設けることが適当
そのルールについては、前述の通り、①過度な利潤の上乗せ等の抑⽌、②規制・運⽤コストの抑
制が重要であり、全ての事業者に対する⼀律・公平な規律としなければ効⼒を有しないことから、

上記に照らせば、接続料の算定・精算を⾏わない
なお、仮に接続料の算定・精算を⾏うとした場合には、サービスの維持に

できることを前提とした

• ⾃網コストはすべて⾃社負担となるため、他社から過剰な利潤を得る余地
はなく、効率化インセンティブが強く働く

• 接続料の算定(会計整理等含む)や接続料を精算するためのシステムや
請求・照合等に係る規制・運⽤コストが不要



• 着信網の独占性を有する点では全事業者対等であるため、当社のメタルIP電話・ひかり電話
のみを対象とした特別な措置を講ずる必要はない

• 接続料は適正なコスト回収が原則であり、増分費⽤のみ回収とするpureLRICは採りえない
• 特に、⼀種指定事業者とそれ以外の事業者との間において、平均コストと増分コストというよう

なコスト回収範囲が異なることは、公平な取引とならない

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

メタルIP電話※1、※3 1,638 1,739 1,280 1,205 1,151

ひかり電話※2、※3 335 265 197 181 165

単位︓億円

※1︓メタル収容装置（加⼊者交換機）のコスト
※2︓IGS接続機能コストおよび中継局接続機能コストの合計
※3︓変換装置やENUM等のマイグレに伴い新たに発⽣する設備コストは含まず（新たに発⽣するコストは、コスト総体に対し数％程度となる⾒込み）

（参考）メタルIP電話とひかり電話のコスト推移



事業者間精算において必要となる情報は、SIP信号により呼毎に事業者間で流通させるが、そ
の具体的な内容は事業者間意識合わせの場で議論の上、TTCにおいて標準化
各事業者は、下記の識別信号により、メタルIP電話とひかり電話を識別することが可能
事業者間精算にあたって、各発信事業者は呼毎にメタルIP電話・ひかり電話それぞれの通話回
数・時間等を各社のオペレーションステムにて蓄積・把握し、精算額の算定等を実施

電種 SIP信号（⾚字は精算において必要となる追加情報）

0ABJ（メタルIP電話） •“orig-ioi=GSTN.example1.ne.jp” 

0ABJ（光IP電話） •“orig-ioi=IEEE-802.ah.example1.ne.jp”

050（050IP電話） •“orig-ioi=050-IP-Phone.example2.ne.jp” 

070/080/090
（携帯電話、PHS）

•“orig-ioi=3GPP-E-UTRAN-FDD.example3.ne.jp” 
•“orig-ioi=PHS.example3.ne.jp” 

「example●.ne.jp」は事業者識別⼦（SIPドメイン名）



（１）着信接続料規制の導⼊により対応すべき課題
• 着信接続料の設定について、少なくとも全事業者が⼀律に順守すべき規律を導⼊することにより、事業者間の協

議難航の是正に繋がるか。もしも協議難航の是正に繋がらないと考える場合は、その理由。
（２）着信接続料の算定⽅式等

• 着信接続料を設定する各事業者に、どのような着信接続料の算定⽅式を適⽤すべきか。（具体的な算定⽅式
について、理由とともに⽰すこと。）

• 着信呼市場における市場⽀配⼒に基づく着信接続料規制としては、事業者間公平性の観点から、各事業者に
統⼀した算定⽅式を適⽤するべきか。

• 着信接続料の算定に関して、算定⽅式決定後に考慮、検討すべき事項。

【当社の考え】

• 着信接続料については、事業者間協議を通じた合意形成を基本とするとともに、協議が調わない場合に接続料の
⾼⽌まり等を是正するためのルールを設けることが適当と考えます。

• そのルールについては、①過度な利潤の上乗せ等の抑⽌、②規制・運⽤コストの抑制が重要であり、全ての事業者
に対する⼀律・公平な規律としなければ効⼒を有しないことから、携帯・固定問わず全事業者に適⽤することが必
要と考えます。

• 上記に照らせば、接続料の算定・精算を⾏わない「ビルアンドキープ⽅式」とすることが適当と考えます。

• 仮に接続料の算定・精算を⾏うとした場合には、サービスの維持に必要なコストを適正に回収できることを前提とした
全事業者⼀律の算定⽅式とすることが適当と考えます。



（１）接続料の考え⽅
• ＩＰ網への移⾏後、メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料を同⼀接続料として算定するべきか。（理由とともに

⽰すこと。）
• ＩＰ網への移⾏後、メタルＩＰ電話とひかり電話への着信について、着信側事業者であるＮＴＴ東⽇本・⻄⽇

本は、いずれの電話に対する着信であるかをいつどのように判別して精算を⾏うか。また、発信側事業者は、いずれ
の電話に対する発信であるかをいつどのように認識し精算を⾏うか。

（２）接続料の算定⽅式等
• メタルＩＰ電話とひかり電話の接続料に適⽤すべきと考える具体の算定⽅式・適⽤範囲。（両電話の接続料を

同⼀接続料として算定する場合を含む。）
• メタル収容装置、変換装置等を含むメタルIP電話とひかり電話のコスト⾒通し

【当社の考え】
• メタルIP電話とひかり電話の接続料については、全事業者を対象とした着信接続料に係るルールに準じて取扱うこと

が適当と考えます。着信網の独占性を有する点では全事業者対等であるため、当社のメタルIP電話・ひかり電話の
みを対象とした特別な措置を講ずる必要はないと考えます。

• 仮にビルアンドキープ⽅式としない場合の接続料算定においては、縮退期のサービス維持のために必要となる適正な
コストが回収できる⽅式とすべきと考えます。接続料は適正なコスト回収が原則であり、増分費⽤のみ回収とする
pureLRICは採りえず、特に、⼀種指定事業者とそれ以外の事業者との間において、平均コストと増分コストというよ
うなコスト回収範囲が異なることは、公平な取引とならないと考えます。

• なお、メタルIP電話とひかり電話のコストの推移は前述の通りです。


